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１．復旧・復興事業の進捗状況 

１ 

平成26年12月末現在 

 

 

H27 年度 箇所ベース 金額ベース H26 年度 箇所ベース 金額ベース
約58 億円 着手率 約96% 約98% 約8 億円 着手率 100% 100%
229 箇所 完成率 約96% 約97% 1 箇所 完成率 0% 約36%

－ 年度 箇所ベース 金額ベース H27 年度 箇所ベース 金額ベース
約1 億円 着手率 100% 100% 約128 億円 着手率 100% 約90%
2 箇所 完成率 100% 100% 22.8 ha 完成率 約5% 約41%

－ 年度 箇所ベース 金額ベース H33 年度 箇所ベース 金額ベース
約10 億円 着手率 100% 100% 約106 億円 着手率 100% 約3%
60 箇所 完成率 100% 100% 96.4 ha 完成率 0% 0%

H29 年度 箇所ベース 金額ベース H27 年度 箇所ベース 金額ベース
約48 億円 着手率 約67% 約17% 約380 億円 着手率 84% 約67%
3 箇所 完成率 0% 約1% 1512 戸 完成率 約39% 約47%

H28 年度 箇所ベース 金額ベース H27 年度 箇所ベース 金額ベース
約12 億円 着手率 0% 約5% 約413 億円 着手率 100% 約37%
4 基 完成率 0% 約2% 1694 戸 完成率 約9% 約20%

H27 年度 箇所ベース 金額ベース H26 年度 箇所ベース 金額ベース
約678 億円 着手率 約96% 約90% 約243 億円 着手率 100% 100%
131 箇所 完成率 約85% 約54% 169 地区 完成率 約47% 約56%

H26 年度 箇所ベース 金額ベース H30 年度 箇所ベース 金額ベース
約2 億円 着手率 100% 100% 約192 億円 着手率 約5% 約15%
25 箇所 完成率 約92% 約89% 10 km 完成率 約1% 0%
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　箇所数・延長等

　完成予定年度
　全体事業費
　箇所数・延長等

かさ上げ道路事業

復旧事業の概要

　全体事業費
　箇所数・延長等

　完成予定年度
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　完成予定年度

進捗率

　完成予定年度
　全体事業費
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　完成予定年度
　全体事業費

復旧事業の概要

災害公営住宅整備事業
（公募買取，個別買取，19地区）

災害公営住宅整備事業
（直接整備，防災集団移転等，31地区）

復旧事業の概要

（蒲生北部1地区）

復旧事業の概要
　完成予定年度

　全体事業費
　箇所数・延長等

　完成予定年度
　全体事業費
　箇所数・延長等

農林施設

（災害復旧）

復旧事業の概要

　全体事業費
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　完成予定年度
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復旧事業の概要

　箇所数・延長等

　完成予定年度

　完成予定年度
　全体事業費
　箇所数・延長等

　完成予定年度
　全体事業費
　箇所数・延長等

　完成予定年度

復旧事業の概要

公園事業(避難の丘整備)
（海岸公園再整備事業）

公園事業(災害復旧)
（海岸公園再整備事業）

復旧事業の概要

（災害復旧）

（災害復旧） （地域防災がけ崩れ対策事業含む）

復旧事業の概要 復旧事業の概要
　完成予定年度 　完成予定年度

下水道施設 造成宅地滑動崩落緊急対策事業

　全体事業費
　箇所数・延長等

　全体事業費
　箇所数・延長等

復旧事業の概要 復旧事業の概要

復旧事業の概要

公園施設 土地区画整理事業

　箇所数・延長等

河川施設 防災集団移転促進事業
（災害復旧） （直接整備7地区）

復旧事業の概要

項目(各事業項目等)

事業概要 事業概要

海岸保全施設(災害復旧)
（災害復旧） （深沼漁港海岸防潮堤災害復旧）
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25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31～33年度 

集団移転 

公共事業による 
宅地復旧 

復興公営住宅 

津波避難施設 

海岸公園再整備 

かさ上げ道路 

避難道路 

蒲生北部 
土地区画整理 

移転先造成完了 

全地区完了 

3206戸整備完了 

13施設整備完了 

２．復興事業の整備スケジュール 

▼仮換地指定・着工 

全区間着工 

着工 

▼仙台港背後地3号公園内整備完了 

▼着工 

井土地区 
避難の丘 
 

着工 

▼事業計画決定 

２ 

 

 



❑平成２５年度発注工事 

    開札件数 １，０４２件、不調等件数 ３１４件 ⇒ 入札不調等発生率：３０％  

❑平成２６年度発注工事（※H26.12末時点） 

    開札件数   ７８２件、不調等件数 ２１３件 ⇒ 入札不調等発生率：２７％ 

  （主な不調工事の内容：「少額工事」や「手間の係る道路構造物」に加え、「橋台・橋脚」、「橋梁補修補強」）   

３．入札不調等の発生状況と対応 

  入札不調等が発生した場合、地域要件の拡大や更なるロットの大型化による、参加条件などの

変更、指名競争や随意契約に移行するなど入札方式の見直しを実施 

●再発注など、繰り返し発注の結果、 

  ❑平成２５年度発注工事（実工事件数：９１４件） 

      平成２６年 ３月末時点では、未契約件数：７５件で、実不調率： ８．２％ 

      平成２６年１２月末時点では、未契約件数：  ６件で、実不調率： ０．７％ 

  ❑平成２６年度発注工事（実工事件数：７２５件） 

      平成２６年１２月末時点では、未契約件数：７３件で、実不調率：１０．１％ 
 

再発注により、着実に契約を進めており、大きな影響は出ていない。 

注） 随意契約を除く、全工種を対象として集計 

３ 

注） 随意契約を含む、全工種を対象として集計 

 

 



４．施工確保対策の取組み 

＜技術者・労働者の確保＞ 

＜予定価格の適切な算定＞ 

○現場代理人の常駐義務緩和 

○主任技術者の兼務の明確化 

○技術者の施工実績要件、配置要件の緩和 

○発注ロットの大型化 

○労働者確保に要する宿泊費の実績変更 

○労働者宿舎設置に要する費用の積上げ 

○契約時点における設計単価の変更 

○スライド条項の適切な運用 

○遠隔地からの資材調達に伴う実績変更 

○土砂等の取引実績に応じた積算 

○労務単価の適時適切な見直しと早期適用 

○復興歩掛・復興係数の適用 

【現状】 ○平成２６年１２月末時点の入札不調率は２７％と前年同期（３０％）と比較し若干の減少 

      ○復興公営住宅などの新築工事では、入札不調等は発生していない。 

【対応】 ○標準積算と実勢価格の乖離が生じやすい「橋台・橋脚」、「橋梁補修補強」を対象に、 

       入札公告前に見積を徴収する「見積活用方式」を導入（Ｈ２６．１１～） 

      ○上記工事に加え、標準積算と実勢価格で一定以上の乖離が認められる工事も対象と 
       する範囲の拡大）（Ｈ２７．１～）。 

      ○建設業会団体との意見交換、ヒアリングなどによる不調原因の分析 

      ○国や被災三県、関係業界団体と密接な連携のもと対策の検討、実施 

＜現状と今後の対応＞ 

４ 

 



５．災害公営住宅工事確実実施プログラムへの取組み 

＜入札・契約の確実化＞ 

＜変化への対応の確実化＞ 

＜確実な工事実施のための取組み＞ 

５ 

❑戸建住宅建設においては、設計・施工一括発注を行い、施工者のノウハウ等や多彩な工法を活 

  用することにより、建築資材不足や技術者不足、労務費の高騰等の影響が少ない工法を選択し、 

  工期短縮を図っている。 

❑業界団体とのヒアリングにより、受注可能戸数の検討を行い、複数地区の一括発注、反対に大規 

  模地区住戸を分割発注することにより、資材調達の効率化、人材の効率化や適正配置を図り、受 

  注企業の確実な確保に努めている。 

❑被災地の現場実態を反映した共通費（共通仮設費、現場管理費）算定の徹底 

❑工事内容、施工条件等を踏まえた適切な工期設定及び柔軟な工期延長の対応を徹底 

❑共通仮設費積上げ項目の見える化（Ｈ２７．１～） 

   これまで公開数量内訳書で明確にされていなかった、仮囲い、交通誘導警備員及び揚重機械等 

 の配置条件等について、参考図書として明示する。 

❑契約時点における設計単価の変更（Ｈ２４．８～）の徹底 

❑インフレスライドの適切な運用（Ｈ２４．３～）の徹底 

❑労働者確保に要する宿泊費の実績変更（Ｈ２５．２～）の徹底 

 

 



６．復興まちづくり等の進捗状況 

＜防災集団移転の整備状況＞ 

❑移転先１３地区（直接整備：７地区、土地区画整理：６地区） 

❑移転先地の取得状況 ⇒ 全ての用地を契約済 

❑移転先１３地区全て、平成２６年度内の造成完了予定 

❑造成工事の施工にあたっては、複数の地区を一つの工事として括り発注ロットの大型化を図った。 

＜復興公営住宅の整備状況＞ 

❑５０地区、約３，２００戸整備（うち、１９地区、約１，７００戸は公募買取、個別買取） 

❑平成２７年１月末時点で２，９６０戸（約９２％）工事契約済、８１０戸（約２５％）完成済 

❑戸建住宅の整備にあたっては、設計・施工一括発注方式を採用し、業務の効率化を図った。 

復興まちづくり等は概ね、順調に進んでいる。 
６ 

＜蒲生北部復興区画整理の状況＞ 

❑平成２６年４月１日、事業計画決定の公告 

❑施行面積：約９６．４ｈａ、施行期間：平成２６年４月１日～平成３４年３月３１日 

❑事業の施行にあたっては、包括委託業務方式を採用し、業務の効率化を図った。 

 



◆ １３地区643宅地が決定済（うち179宅地が契約済） 

土地区画整理地内６団地 本市施行区域７団地 

地区 宅地造成完了時期 
宅 地 

決定数 
契約数 

蒲生雑子袋
地区 

平成25年6月20日 
5宅地 5宅地 

石場地区 平成26年6月30日 11宅地 11宅地 

六郷地区 

平成26年度末 

39宅地 

＿ 

七郷地区 28宅地 

田子西隣接
地区 

123宅地 

上岡田地区 61宅地 

南福室地区 30宅地 

地区 宅地申込受付 
宅 地 

決定数 
契約数 

荒井公共区
画整理地区 

公開募集受付H25.6/12
～（先着順） 

45宅地 45宅地 

仙台港背後
地住宅地区 

受付終了 
25宅地 25宅地 

田子西地区 
公開募集受付H25.11/28
～（先着順） 

51宅地 49宅地 

荒井東地区 
公開募集受付H26.1/30
～（先着順） 

46宅地    44宅地 

荒井西地区 平成26年度末（造成完
了時期） 

167宅地  

－ 荒井南地区 12宅地 

住宅建設が進む荒井東地区（H26.11撮
影） 

新居での暮らしが始まった石場地区
（H26.11撮影） 

インフラ整備が進む六郷地区 
（H26.11撮影） 

７．防災集団移転の整備状況 
平成27年1月1日現在 

７ 
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3,500

H25.3月末 H26.3月末 H26.9月末 H27.1月末 

12  

576  728  810  

（戸） 

六丁の目西町（H27.3月末完成予定） 泉中央南（H27.3月末完成予定） 

18％ 
23％ 

85％ 

100％ 

25％ 

鹿野（H26.8月末完成） 若林西（H26.3月末完成） 霊屋下（H27.1月末完成） 

８．復興公営住宅の整備状況 

８ 

  仙台市による直接整備と、
公募買取事業による整備等に
より、平成28年3月までの完
成を目指します。 

 

 平成27年1月31日現在 



河川堤防 

（別途県施行） 

９．蒲生北部地区の復興土地区画整理 

蒲生北部被災市街地復興土地区画整理事業・整備計画図 

• 西側に民有地を集約し、先行的に整備する。東側は市有地を集約する。 
• 再開している事業所が多い区域は、可能な限り移転対象建物が少なくなるよう配慮する。 
• 土地利用の向上と避難ルートの確保を図るため、地区中央部を東西に貫く地区内幹線道

路を整備する。 
• 地区東端部は貞山堀遺構の保存と干潟の自然環境に配慮した緑地を整備する。 

復興土地区画整理事業の整備方針 

幹線道路 
準幹線道路 
区画道路 
歩行者専用道路 
公園 
緑地 
調整池 

施行地区 
【 凡例 】 

蒲生北部 
地区 

名称 
仙塩広域都市計画事業  

仙台市蒲生北部被災市街地復興土地区画整理事業 

施行者 仙台市 

施行面積 約 96.4 ha 

施行期間 平成26年4月1日～平成34年3月31日 

復興土地区画整理事業の概要 

９ 
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